
原子力委員会 政策評価部会（第１１回） 議事録 

 

１．日  時  ２００７年１月２９日（月）１０：００～１２：１５ 

 

２．場  所  虎の門三井ビル２階 原子力安全委員会第１、２会議室 

 

３．出 席 者  近藤部会長、浅田（浄）委員、浅田（正）委員、伊藤委員、鈴木委員、 

        田中（俊）委員、田中（亨）委員、広瀬委員、松田委員 

        秋山信将 財団法人日本国際問題研究所主任研究員 

        内藤 香 財団法人核物質管理センター専務理事 

        内閣府 黒木参事官、牧野企画官、中島補佐、西田補佐 

 

４．議  題 

 （１）平和利用の担保に関する評価報告（案）について 

 （２）核不拡散体制の維持・強化に関する関係行政機関等からのヒアリング 

     ①外務省 

     ②文部科学省、（独）日本原子力研究開発機構 

     ③経済産業省 

 （３）取組状況を踏まえた評価についての議論 

 （４）その他 

 

５．配布資料 

  資料第１号   原子力政策大綱に示している原子力の平和利用の担保に関する基本的考

          え方の妥当性の評価について（案） 

  資料第２号   「核不拡散体制の維持・強化」核軍縮・核不拡散体制の現状と我が国の

          取組（外務省） 

  資料第３－１号 日本原子力研究会開発機構における核不拡散関係の政策研究と人材育成

  等について（日本原子力研究開発機構） 

  資料第３－２号 ＧＮＥＰの概要及び文部科学省の協力について（文部科学省） 

  資料第３－３号 強い核拡散抵抗性を有するＰｕを生成する革新的原子炉技術開発（文部 

資料第３号 
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          科学省） 

  資料第４号   核関連貨物・技術の輸出管理について（経済産業省） 

  資料第５号   原子力委員会 政策評価部会（第１０回）議事録 
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（近藤部会長）それでは、時間になりましたので、第１１回政策評価部会を始めさせていただ

きます。 

  まずは、原子力委員が法律上は全員入れかわりましたことをお知らせします。なお、私は

引き続き原子力委員長をおおせつかりましたので、この部会の座長を続けさせていただきま

す。新任の広瀬委員はこれまでも専門委員でしたので引き続きということになります。伊藤

委員、田中委員、松田委員は新たなメンバーということになります。よろしくお願いします。 

  それから、きょうは日本国際問題研究所の秋山信将さんと、それから核物質管理センター

専務理事の内藤香さんに有識者としてご出席いただいていますので、よろしくお願いします。 

  さて、本日の議題でございますが、前回、１２月の部会におきましては、昨年の９月以降

審議してきました平和利用の担保に関する取組の評価に併せて、核不拡散体制の維持・強化

に関する取組の評価をも行うこととして、そのスコープなどをご議論いただきましたので、

本日は、これに続いて、前者については評価書のとりまとめを、後者については関係機関の

取組についてヒアリングを行うことにしていますので、よろしくお願いします。なお、本日

の配布資料は１号から5号まで7点をお手元に積んでありますので、ご確認下さい。 

  では、最初の議題。平和利用の担保に関する評価についてです。前回評価書素案をお出し、

ご議論をいただきましたところを踏まえて修正し、皆様のお手元にこんなことでいいかとい

うことでお送りし、さらにご意見を頂戴し、それを踏まえて更に修正を加えたものが資料第

１号です。これについても、すでにお送りしてありますので、目を通されていると思います

ところ、事務局から修正箇所を中心に説明を受け、ご議論をお願いすることにします。 

  では、事務局、どうぞ。 

（黒木参事官）それでは、資料第１号でございますが、もう大体目を通しておられるかもしれ

ませんが、ご説明させて頂きます。 

１枚めくってゼロページですが、目次の中に平和利用の担保に加えて、核不拡散体制の維

持・強化に関する項目をページに入れております。 

  それから、１ページ目の「はじめに」というところで、これは既に原子力の安全にかかわ

る評価は終わっておりますので、大体それと同じようなことが書いてございまして、大綱が

何を書いていかというのを第１、第２パラグラフに書いて、第３パラグラフで、大綱の中で

政策評価について書いていますということが書いてございます。２ページ目の第１パラグラ

フには、「政策評価部会を設置」したこと、第２パラグラフには、今回の「平和利用の担

保」、それから、網かけで書いてございますが「核不拡散体制の維持・強化」について評価
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するということを加えてございます。ちなみにこの資料の下線を書いておりますところが前

回の部会からの主な変更点、網かけ部分が核不拡散体制の維持・強化に関係する箇所という

ことで書いております。 

  ３ページ目、第２章で「評価作業」ということで、部会でどのような作業をやってきたと

いうことを加えさせていただきました。（１）の「関係行政機関等の取組状況の把握」とい

うことで、内閣府がヒアリングを行った対象機関を記載しています。（２）で「ご意見を聴

く会」の開催ということで、新潟で行った会議の内容を書いてございます。その上で、

（３）の「評価の取りまとめ」ということで、考え方を記載しております。 

  ５ページ目以降が、今回の「評価の結果」ということでまとめたものであります。下線部

分を書き足して記載しておるというところでございます。５ページ目以降は「我が国の法規

制及び国際的な枠組みに基づいた原子力の平和利用の担保」ということで、評価の視点とい

うのが書いてあります。 

  ６ページ目でありますが、経産省等で行われております事業許可、平和目的の審査が認可

の際に行われるわけですけれども、ここの部分を追加して記載しております。 

  ７ページは、日本原子力研究開発機構の保障措置システムの構築や施設における計量管理

上の課題解決などに関する取組などを加えてございます。 

  ８ページ後段は、「ご意見を聴く会」でのご意見に対しての対応ということで、ＩＡＥＡ

に対する交渉で対応していくことなどを記載してございます。 

  ９ページ目でございますが、「情報漏えい対策」について、核物質防護にかかる省令等の

義務規定を遵守するための対策を実施していますとあります。 

  １０ページ目でありますが、国の、効果的・効率的な保障措置体制に向けた検討継続のこ

とや、それから我が国の保障措置活動について、事業者も含めた関係事業者における担当者

が適切な知識と経験を有し、ＩＡＥＡの職員の活動状態や国の査察官に関する技術研究等も

含めて、さらに、１１ページ以降には核物質管理センターにおける取組、それから事業者に

おける取組を記載してございます。 

  その後に、文部科学省における諸問題の検討や保障措置活動の質の向上について、ＩＡＥ

Ａとの定期的な協議なども含めて、対応を図っているということを書いております。 

  それから、１１ページの後段は、ご意見を聴く会でも劣化ウランについての質問がござい

ましたので、それに対するコメントの中で、劣化ウランについては核燃料物質として国の許

可などを得ないといけないというようなこと、それから保障措置下に置かれていることなど
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を記載しております。 

  １２ページは、「国内関係者間の意識共有及び国民への情報発信」についてでございます。

主な取り組みとして、原子力委員会のことが抜けておりましたので、抗議声明の発表や国際

会議やホームページを通じての情報発信活動について記載しております。 

  １３ページ、核物質管理センターでの保障措置セミナー等の活動が書いてあります。 

  １４ページ以降に、意見に対する回答・コメントということで記載しておりますが、特に

⑧の経営層から現場に至るまで、平和利用担保に関わってくるべく対応が必要ということに

つきましては、その意見に対するコメントということで、「作業標準的なものを用意するこ

とが重要である」と前回の議論結果も含めた記載をしてございます。 

  １５ページに、さらに教育に関するご意見に対してコメントを記載しています。評価とい

たしまして、「核不拡散の担保としての保障措置活動の重要性の認識を深め、実効性のある

取組を行うことが重要である」ということを記載しております。 

  １５ページの下から「国際社会に対する発信」と続く項が書いてございます。１６ページ

に「関係行政機関等の主な取り組み」の中で、核不拡散協議などについて記載してございま

すが、この網かけを記載しておりますところは、今後、これからまとめます核不拡散に対す

る評価などと一緒に、項目として今後そちらの方と整理をしたいというふうに考えておりま

す。 

  それから、１７ページの後段から１８ページにかけまして、ご意見に対する回答が入って

いる部分でございますが、ここも網線部分は最後に「核不拡散体制の維持・強化」などの国

際的取組のところで整理する方向で考えております。 

  ページ少し飛びまして、２１ページ以降に、本日からお話いただきます核不拡散に関する

技術の政策評価の項目、既に私どもが聞いております事項をまとめております。今後、最終

的には今日のヒアリングが終わった段階で、順次それぞれまた見ていただくということにな

ろうかと思います。 

  以上です。 

（近藤部会長）ありがとうございました。 

  それでは、ご意見、ご質問等をいただきたいと思います。 

  どなたか、ありませんか。 

  もうコメントを尽くしたということでしょうかね。では私から一つ。議論のセクションで

この評価作業で、御意見を聴く会の場も含めてですが、いただいた御意見のうち、私どもの
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考え方を述べるべきと考えるものについては、「意見に対するコメント」という見出しで間

が方を示しているのですが、この書き方がいいのかどうか、この席でのやりとりとして述べ

たところも多いので、議論の一部として他の意見と同列に扱っていいのではないかと思った

りもします。たまたま、安全分野の取組の評価書では、過去に議論された点についての御意

見があったときには、その議論の要約を示すことが親切ということでそうしたのですが、こ

の分野についてもそうする必要があるのかということです。 

  また、それぞれのセクションの「評価」の部分。これがいわば部会としての意見ですので、

ここについては、共同責任ということで、ご確認をお願いしたく思います。特に、保障措置

に関わる知識経営といいますか、関係者がそれに関る装置やアクションのもつ意義について

の認識を維持していくための取組のあり方、これについては、新潟で開催したご意見を聴く

会でいただいたご意見に触発されてこの部会でもご議論をいただき、その後いくつか調査も

して１０ページ後半からのところに、いろいろな関係者、現場から経営者、国などの公的機

関、それから技術開発の現場などのそれぞれに課題があるというか、心して取り組むべきこ

とがあるという認識を書き込んだのですが、評価としては、１２ページにあるように、関係

者が問題意識を共有して、それぞれの責任を果たしてゆくということが保障措置活動の効

果・効率化には必要でありますとしていますが、これでいいか。 

  それから、やや似たことでありますが、１４ページの⑧、鈴木委員からの問題提起に係る

原子力の平和利用に関わる問題意識の共有に関する取組について先ほどの１０ページと同じ

ようなことをコメントしていますが、ここはそうした経営方針を現場に展開していく具体的

な取組として、現場で適切な行動が取られるように作業標準を準備したらという意見まで示

し、これを評価でも採用しているのですが、評価を超えているかもしれません。いかがです

か。ご発言がないが、よろしいということですか。皆さん、うなずいておられますが、ある

いはエンジンがかからないのかもしれませんので、これについて後刻ご発言をいただいても

かまわないということで、次の議題にまいりましょうか、よろしいですか。 

  それでは、議題２にまいりたいと思います。議題２は、「核不拡散体制の維持・強化に関

する関係行政機関等からのヒアリング」ということでございます。今日は、外務省、文部科

学省、経済産業省のその都度の説明に関する質疑と議論をしていくということで作業を進め、

その後、いろいろな項目の評価を全体としてどうまとめるかということについて討議をして

いきたいと思います。 

  それではまず外務省にご説明をお願いします。今西さん、小溝さん、孫崎さん、よろしく



－6－ 

お願いします。 

（今西首席事務官）おはようございます。外務省軍備管理軍縮課の首席事務官の今西と申しま

す。よろしくお願いいたします。 

  きょうは３つ、ＮＰＴの三本柱、軍縮と核不拡散と、それから原子力の平和利用それぞれ

を分けてご説明いたします。 

  資料でございますが、１ページ目に大量破壊兵器及びその運搬手段等の軍縮不拡散の現状

ということで、核以外にもこのようにいろいろな兵器がございます。化学兵器、生物兵器こ

れらを合わせて大量破壊兵器というふうに総称しておりますし、それらを運ぶ運搬手段とし

てのミサイル、それから、大量破壊兵器のような破壊力は持ちませんが、小型武器や対人地

雷といった通常兵器がございまして、それぞれにそういった兵器を規制ないしは廃止をして

いこうという軍縮の条約、あるいは国際的な文書、あるいは核不拡散のための輸出管理のレ

ジームが書いてあります。それから、最近ですと大量破壊兵器に関するＰＳＩという新しい

拡散に対する国際的な規制の取り組みがございます。 

  では、軍縮に関して詳しくご説明させていただきます。 

  まず、２ページ目でございます。いろいろな兵器がございますけれども、とりわけやはり

その兵器の中でも殺傷力、破壊力がある核兵器の軍縮が中心的な課題であるということは、

言うまでもありません。それから、その枠組みとしては、ＮＰＴ、核兵器不拡散条約という

のがございます。その中で、我が国として軍縮にいかに取り組んでいくかということが２ペ

ージ目に書いてございますが、まず１つは、核廃絶決議ということで、１９９４年以来毎年

ですけれども、核廃絶への具体的な道筋を示した決議案を国連総会に提出しております。こ

れは日本が中心的になって文書をつくって、具体的な核廃絶に向ける取り組み、どのような

措置が必要かということを記載して、国連加盟は１９１国でございますけれども、大体１６

０カ国前後の支持を得て、毎年採択をいただいております。昨年の１２月に１６７カ国とい

う支持をいただきました。 

  それから、２番目に、包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の早期発効というのが、核廃絶

決議の中にも記載してございますけれども、具体的な取り組みとしてはやはりこのＣＴＢＴ、

それから、その下に３項目に書いてございますカットオフ条約、この２つがやはり軍縮条約

としては重要な具体的な取り組みであり、日本としても積極的に取り組む姿勢でございます。 

  ＣＴＢＴの方は、ご案内のように、まだ発効要件国である１０カ国、主要国が批准してお

りませんので発効しておりませんけれども、アメリカを含む未批准国に対して働きかけて、
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早期に発効を目指しております。 

  それから、そのＣＴＢＴの発効のために、毎年国際会議を具体的に開いておりまして、発

効促進会議、あるいはフレンズ外相会合というのがございまして、その議長を務めたりとか

共催をするなどして、日本としても積極的に活動しております。 

  それから、ＣＴＢＴの設置した観測施設が１０カ所、これは昨年１０月の北朝鮮の核実験

時に非常に注目を集めましたけれども、長野県の松代を含めた全国に１０カ所に地震波です

とか、あるいは原子力関係の物質を感知するシステムとして整備して、ＣＴＢＴ全体として

世界中にネットワークをつくるという構想があります。 

  それから、３番目のカットオフ条約でございますけれども、これはまだＣＴＢＴと違いま

して、条約の交渉そのものがまだ始まっていません。我が国として、この交渉が早期にジュ

ネーブの軍縮会議で始まりますように、ハイレベルな代表を派遣して働きかけをしておりま

す。ワークショップの開催や作業文書の提出等もやっております。これは、ご案内のように、

ジュネーブの軍縮会議でカットオフ条約以外の議題も含めて大きくは４つ議題がございます

けれども、カットオフ条約ではなくて、核軍縮の方が先ではないかというような意見があっ

たり、あるいは非核兵器国への安全保証の方が先ではないかというような国もあって、なか

なかまとまっておりません。 

  ただ、希望が持てる兆候としては、昨年にアメリカがカットオフ条約について、従来消極

的と見られておりましたけれども、条約案を提出するなどここに来て動きもございますので、

今年は議論が進むことを期待しております。 

  それでは、３ページ目に移らせていただきますけれども、先ほどＮＰＴが中心であるとい

うご説明をさせていただきましたが、ご案内のように、５年に１度ＮＰＴの運用検討会議と

いうものを５年間を１つの区切りとして、プロセスとしてやっております。２００５年が前

回の会議でしたので、次回は２０１０年ということで、３年前から毎年準備委員会を開催す

ることになっておりまして、その２０１０年に向けた第１回の準備委員会がことしの４月３

０日から２週間かけてウィーンで開催されることになっております。 

  我が国の取り組みでございますけれども、２００５年の運用検討会議では、町村外務大臣

のスピーチ、あるいは具体的な提案として、２１世紀のための２１の措置を提出いたしまし

た。 

  それから、今年の第１回準備委員会は、ウィーンで開かれることになっていますが、既に

前の軍縮不拡散科学部長を務めました天野ウィーン代表部大使が議長に就くことが内定して



－8－ 

おります。 

  それから、来週になりますけれども、我が国として４月のＮＰＴの第１回準備委員会の議

長を務めるという立場から、セミナーを来週ウィーンで開催する予定にしており、こういっ

た場を通じてＮＰＴの会議が円滑に進むようにということで、地ならしをしようと思ってお

ります。 

  それから、ＮＰＴに入っていない国がご案内のように３カ国ございますけれども、インド、

パキスタン、イスラエル、こういった国に対して非核兵器国としてＮＰＴに加入するという

ことは、外相会合あるいは軍縮・不拡散協議を通じて働きかけをしております。もちろん、

それぞれの国の事情でなかなかＮＰＴに入る環境にないというのが、３カ国の立場ではござ

いますけれども、我が国としてはぜひ積極的に働きかけを続けていきたいと思います。 

  それから、軍縮の関係では、４ページ目に基盤整備があります。軍縮を保証するのに、特

に国内における軍縮に関する教育、あるいは意識の普及といいますか、こういった取り組み

が非常に必要ではないかということで、外務省といたしましても予算折衝を含めて、さまざ

まな軍縮不拡散の体制整備というものをやっているところであります。 

  まず一つは、日本国際問題研究所に軍縮不拡散促進センターを設置いたしまして、さまざ

まな調査研究をやっております。１つは、軍縮政策実施体制確立のための研究ということで、

本日も秋山研究員に来ていただいておりますけれども、例えばアメリカの核政策についての

取り組みを有識者の方に調査していただいて、そのときに応じた軍縮政策についての調査研

究を行っております。 

  それからアメリカの専門研究機関・シンクタンクとの意見交換（トラックⅡ）があります。

これは、さまざまなアメリカの事情を調査していただき、アメリカは政権が変わるとシンク

タンクにいらっしゃる方が政権に入ったりすることが多いですから、こういった方々とのネ

ットワークというものを構築してまいるということで意見交換等をやっております。 

  軍縮教育という関係からは、軍縮不拡散問題の講座というものを定期的に開かせていただ

いておりまして、これは軍縮不拡散促進センターが学生さんですとか、社会人の方々を集め

て、軍縮不拡散に関するそのときそのときのプロジェクトについて、有識者あるいは政府関

係者等が講師を務めております。軍縮・不拡散に携わる人材の構築ということでもございま

す。 

  それから、（２）のＣＴＢＴの国内運用体制の整備、これも軍縮不拡散促進センターにお

願いしておりますけれども、これは先ほどご説明したＣＴＢＴの関係の国内の観測施設、大
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きく分けると日本気象協会と日本原子力研究開発機構の２つを中心に、ＣＴＢＴの国内運用

体制ということで、これは外務省が毎年予算措置を講じてやっています。事務局機能は軍縮

不拡散促進センターにやってもらっています。 

  それから、軍縮不拡散教育として、さまざまな取り組みをしておりまして、１つは毎年や

っておりますが、国連軍縮フェローシッププログラムということで、これは若手外交官毎年

２５人から３０人程度をジュネーブや軍縮不拡散関係の国で研修した後、日本に立ち寄って

いただいて、広島と長崎の被爆地を訪問いただくものです。当然のことながら被爆の実態と

いうものを理解し、本で読むだけでなくて各国の若手外交官に伝導してもらうということで

す。被爆者の方の話も含めて聞いていただいて、軍縮に対する思いを強めるという取組です。

これは実際にもう長年続いておりますけれども、この中には軍縮担当大使になるような方も

いるという話を伺っております。 

  それから、２番目の軍縮教育家の招聘というのは、２００２年から毎年１名ですけれども、

いろいろなＮＧＯから、シンクタンクの方々を招いて国内で講演をしていただきます。昨年

は生物兵器の軍縮の関係で講師をお招きして講演を行っております。 

  それから、３番目に軍縮・不拡散教育に関する作業文書の提出です。これは２００５年以

降、国連の中で軍縮不拡散教育が重要だという声が高まりましたのを受けて、ＮＰＴの運用

検討会議でも、軍縮・不拡散教育に関する日本の取り組みを踏まえて、作業文書を提出した

ものです。 

  それから、最後になりますが、軍縮教育セミナーということで、これは国連が毎年国内の

地方都市ということで、広島、札幌等、いろんな地方都市で国連の会議を開いて、それに合

わせて軍縮教育セミナーということで、学生、子供さんなど一般の方を含めて開催をするこ

とで、軍縮に関する問題意識を高めるというような、正に国内でのいろいろな基盤整備のた

めに開催しております。 

（小溝室長）では、続きまして、外務省の国際原子力協力室でございますが、基本的には原子

力の平和利用、それから核テロ対策、核兵器を担当しております。 

  きょうは、二国間協定のものと我が国が行っている核物質やその他の放射線物質の保護に

関することについて、ご報告ということですが、私どもがやっている仕事の各論の中の限定

された部分ですので、全体どういうことかをまず説明いたします。 

  外務省として原子力に関する取組というのは、当然のことながら原子力委員会を始め、内

閣府、経産省、文科省、その他関係省庁、あるいは国会も含め、日本としての政策を踏まえ
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た上で、いかにこれを外交的に実現するかということをやっているわけでありまして、大き

く分けますと２つあります。１つは、我が国が唯一の非核兵器国として核燃料サイクル全体

を大規模にやることが認められているという、今まで先人が築いてきた国際的な信頼をいか

に維持、さらに拡大するかというのが１つ。 

  もう一つは、日本の原子力活動の規模というのは非常に大きい規模です。世界においても

３番目の大きさでございます。ということを考えますと、我が国が国際社会の中で原子力の

平和利用、あるいはその平和利用が悪用されないための制度づくり、これにいかに先進国と

して貢献していくかという役割、この２つがございます。これは実は、２つに明確に分かれ

るわけではなくて、それぞれの活動が実は連携し合って、日本の信頼確保ということにもな

るし、国際貢献にもなっていくということだと思います。 

  核不拡散をはじめ国際的な枠組が存在するのに何故二国間原子力協定が必要かという点に

ついて、まずそのバックグランドをお話しします。若干釈迦に説法になってしまいますが、

マスコミの方も、一般の方もいらっしゃいますので、その意味でも申し上げます。核分裂と

いう技術は軍事利用可能な技術です。広島、長崎、これは日本が責任を持って国際社会に発

言をしなければならないと考えています。既に４５年の１１月にはマンハッタン計画に参加

したアメリカ、英国、カナダ、カナダは平和利用の道を歩みましたけれども、この国々の首

脳が三カ国首脳宣言を発表して原子力平和利用の有用性を認めつつ、その国際管理の必要性

を強調しています。 

  原子力技術の軍事利用の可能性に関して、核軍縮の問題、核不拡散の問題、それから軍事

転用を避けながら非常に有益な技術である原子力技術をいかに平和的に使っていくかという

ことは、ＮＰＴの成立を待つまでもなく、４５年、４６年の段階から既に、大きな３つの関

心となっていたわけです。 

  今の状況は、まさにアジアにおけるインドや中国の非常に大きな経済活動の進展に見られ

るような、１つはエネルギーの需給のバランスをどう考えるか。それから地球温暖化に関す

る温室化ガスの規制をどうするかということ、このような問題が背景になって、数年前から

始まった「原子力ルネッサンス」と静かにささやかれていたものが、今や非常に大きな流れ

になっているというのが実態かと思います。 

  そのような状況の中で、一方で核のこれ以上の拡散が起こることに対する危惧。具体的に

は、かつてのイラク、北朝鮮の問題や現在のイラン、北朝鮮の問題があります。あるいは非

政府の闇のネットワークを通じて広がってゆくという動きもありました。もう一方では、こ
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の平和利用の技術を、今やっている国も増やし、かつ新しく参入する国も今後増えていくこ

とは不可避の状況だと見える。この中でいかに円滑にこのような技術を有効に利用していく

のかということは、国際的に大きな課題になっています。 

  そのような中で、外務省としましても、関係省庁とよく連携をとりながら、ビジネスの必

要性、原子力関係機材の移転の可能性やウラン資源の供給源の多様化といった問題について

も考慮して外交活動を行っています。その際、推進だけをやっているわけではなくて、いか

に核不拡散の体制を整備しながらこれを行うかを心がけています。日本は国際社会の中に新

しい技術が出ていくときに、いかにきちんとした制度のもとに出ていくかということに意を

用い、このような体制作りにも積極的に参加していくということでございます。 

  実は、歴史のページを開いて見ましたら、日本はほかの国と比べても、より厳格に不拡散

の体制を遵守している。原子力技術の移転については、他の国よりも厳しい条件を出してい

る。現在、外務省が考えていることは、またやっていることは、このようなことがやはり国

際標準にならなければいけないということで、国際的な標準というものをいかに創出してい

くことによって、競争上、日本が不利にならない状況を作ることが国際社会にも利益になる

と考えています。原子力業界の国際的な合従連衡の中で、すべて日本の企業が関与していま

すし、それだけの責任があるわけでございます。 

  このような日本の国民、日本の企業の行動に不当な障害にならないということのために、

我々がとっている方向は国際社会全体のコントロールの枠組みを整理することによって、日

本が突出して厳しいということもないということも考えております。実は、これがメッセー

ジでして、最近の例で申しますと、日本とカザフスタンについて、小泉総理がカザフスタン

に行きました。これは外務省では９３年からあの辺の地域の戦略的重要性、資源を考慮して

外交を常にやっておりましたけれども、それが本格的になったのは他省庁のドライブがかか

って動いたわけですが、この時に結んだ覚書の中で、核の不拡散、追加議定書、それから核

のセキュリティということ、そういうものについてきちんとやれば、お互いに十分な基盤が

できていけば、２国間協定も検討しうるとしています。また、何となく相手がうまくいくの

を待つわけではなくて、カザフスタンの基盤整備のために技術協力を積極的にやってます。

去年の末に調査団を派遣しまして、その中で核セキュリティの欠けている点を強化して、そ

れをきちんと整備するというようなことをやりながら、相手国の準備を整えつつ二国間協力

を進めていくという考え方です。 

  それで、具体的にさっきも申し上げましたけれども、核の不拡散、安全、核セキュリティ、



－12－ 

これがある種３本柱ということで、こういうものを相手国がちゃんとやっているかどうか、

やっていなければ援助をしながらそれを高めていって、それで国際的にも安心できる形で、

二国間協定を進めていく。 

  今度は、配付資料に基づいてこれから申し上げる話は、過去に日本が新規導入国としてア

メリカにお世話になった話をするわけですが、これは詳しく言っているときりがないので簡

単に申し上げます。原子力に関する日米協力が可能となった背景として、第一に１９５３年

のアイゼンハワー大統領による「Atoms for Peace演説」によって、アメリカがそれまでの

核の独占の体制をやめて、保障措置の制度とパッケージの形で平和利用を進めていくことを

決めました。 

  それで、第２番目に大事なことは、１９５４年の米国の原子力法です。それまでの非常に

規制的な原子力法を改めて、二国間協定という方法により選別的に技術供与をすることにし

ました。協力可能であるとして選別した相手国に原子力協力を行う場合には、不拡散のコミ

ットメント、核物質防護、第三国移転の規制等について二国間協定により規制をかけていく

というのは、その後に他の諸国も採用したアメリカのはじめた二国間協定方式の国家の一貫

したスタンスで、現在でもこのような考え方というのは、引き続き行われています。その中

で日本は日米協定を結んだわけです。 

  最初は５５年、初の原子力協定、この時はまさに燃料は貸与されて使用後に返還すること

が想定されているというような状況からだんだん始まっていって、７０年代の後半から我が

国独自に再処理をやることをアメリカが認めてきた。現行の８８年協定になると、これは８

７年に署名していますが、締結したのは８８年ですので、８８年協定とか８７年協定と呼ば

れたりしますが、現行協定の中では、アメリカの包括同意が認められています。２００４年

には六ヶ所村の再処理設備についても、アメリカの包括同意が得られたというような流れに

なっています。このように、日本の原子力活動にとって一番の援助国であったアメリカとの

間で、日米協定は何回も改正されました。現在はむしろ、アメリカがこれから方向転換して

新規原発建設を再開する場合、逆にアメリカにとって日本の技術が不可欠になっています。 

  ヨーロッパについても、最近、日ユーラトム協定を締結いたしました。１０年間に渡る交

渉でしたが、当初は濃縮等のサービスをお願いするということでしたが、今や日本からヨー

ロッパに物が行く。それを先取りするような形で、原子力品目の移転を司る条約ができたと

いう時代になっています。 

  その次に申し上げる話は、資料の８、９ページでございますが、先ほど申し上げた中の不
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拡散の話は、後でまた出てきますので、核のセキュリティについてのみお話しします。これ

は核物質の方も、施設の方も、それから汚い爆弾に使われると言われる核分裂性ではない放

射性物質も含めてきちんとした管理をするという問題です。我が国がやっていることは、１

つは、国際約束の締結です。２００５年に新しくできた核テロ防止条約。これは日本も積極

的に議論に参加しました。同年７月には核物質防護条約の改正が提起されました。これも日

本は非常に積極的に議論に参加しました。こういうものができて、これに今、外務省と関係

省庁が更に協議を重ねて国内担保法の準備をしています。できれば今年の通常国会には核テ

ロ防止条約を提出して、これを締結できるようにするということで今努力している。 

  日本の活動について、この８ページの１の（１）から（４）までいろいろ入っていますが、

これ細かい説明は省きます。それから、対外的には財政的貢献ということで、ＩＡＥＡがち

ょうど９．１１の事件が起こったときに、核テロ対策の会議をまさにやっていて、私もその

場にいましたけれども、ＩＡＥＡ側にいましたけれども、刻々とエルバラダイ事務局長のと

ころには情報が入ってきて、最初はどうも事故があったというようなことで。そのときから

ＩＡＥＡはアクションを取り始めて、１１月には計画を出しましたし、翌年の３月には核テ

ロ基金を立ち上げて、日本はそれに真っ先にアメリカとともに拠出しております。我が国は、

関係各国の核テロ対策にもＩＡＥＡのこの基金を通じて、あるいは二国間での取組により

種々協力しています。 

  それから、アウトリーチ活動ということでは、アジア地域において、去年の１１月に東京

で、アジア地域で初めての核テロ対策の会議をやりました。それから、国際イニシアティブ

ということで言えば、最近で言うと去年のロシアでのサンクペテルブルグのＧ８の前に制度

を立ち上げた米露の核テロに関するグローバルイニシアティブ。これに日本は当初参加国と

して参加しておりまして、具体的な提案についてもやっているというようなことで、このよ

うな国際貢献をすること自身が、同時に我が国の原子力産業にとってもメリットになるんだ

という気持ちでやっております。 

  以上です。 

（孫崎首席事務官）続きまして、核不拡散ですが、２点ご紹介をさせていただこうと思います。 

  １つは、冒頭１ページの図表でもご紹介をしましたけれども、原子力供給国グループ（Ｎ

ＳＧ）という輸出管理の枠組みについてでございます。これは、もともと１９７４年のイン

ドの核実験を契機に始まったということですが、使用を禁止する、あるいは平和利用を担保

する国際約束とは別に、それぞれの国が他の国に対して平和利用になじまないような形で物
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が流れていくことを防ぐのが、この輸出管理レジームの基本的な考え方でございます。これ

は条約あるいは法的拘束力という世界とは一線を画した世界で、どういう形で原子力関連資

機材の供給能力を持つ国がその他の国への輸出を管理していかなければいけないかを決めて

いるレジームです。ＮＳＧについては、具体的には原子力の専用品と呼んでおりますけれど

も、原子力活動に使用するために設計・製造された品物・技術を対象とした「ＮＳＧガイド

ライン・パート１」という規制のガイドラインと、原子力活動にも使用しうる汎用品と技術

の輸出に関するガイドラインのパート２というふうに２つがございます。現在は４５カ国が

参加しておりますが、その中で我が国の取り組みとして、ひとつぜひこの機会に申し上げた

いのは、我が国のウィーン代表部がこのＮＳＧのポイント・オブ・コンタクトと呼ばれる中

心的な事務局機能を引き受けております。このＮＳＧでは年１回総会がありますけれども、

総会のほかに非公式の協議グループというのがあり、それについてはウィーンの日本代表部

が会場を提供しております。 

  それから、この会期間にさまざまな書類のやり取り等もございますけれども、これも日本

代表部が現在は一手に引き受けているということで、平和利用に非常に熱心な国として対外

的に公表をする際に、我が国貢献の一つとして取り上げられています。 

  先ほど原子力協定の話の際にも出てきましたけれども、機微技術を国際社会においてある

程度規制をかけていく必要があるのではないかという考え方については、今一番動いている

議論として核燃料供給保証というのがございます。 

お手元の資料で１３ページからでございますが、この不備な抜け穴を防ぐということにつ

いては、北朝鮮それからイランの核問題を背景に、ますます国際的な意識が高まっていると

いう現状がございます。ただ、一方で原子力の平和的利用等を考えたときに、どういう形で

バランスをとっていくかが一番難しい問題でございまして、例えばＮＰＴのような形で、既

に持っているという点で線を引くということについては、途上国を中心に違った意味で権利

の制約という点で反発が出ているところかと思います。 

  ＩＡＥＡが中心となって、昨年９月のＩＡＥＡ第５０回記念総会の際に、特別イベントと

いうのをやりまして、核燃料供給保証に関する議論がひとしきり行われ、我が国からは近藤

委員長に日本提案をご紹介をいただきました。 

  １ページめくっていただきますと、それまでの間、どのような形でさまざまな提案が出さ

れたかということがざっと五月雨式に書いてございます。今回の議論の盛り上がりというの

は、エルバラダイ事務局長が提案した核燃料サイクルへのマルチラテラル・アプローチで、
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これに対して専門家の報告などが出てきたわけでございますが、去年になって幾つかこれに

対して各国がいわゆる自分たちの答えというのを出す動きが出てきているわけでございます。 

最初に出てきたのは、ロシアの核燃料サイクル・サービス提供のための国際センター設立

の構想、それからアメリカは直接これに対してということではないですけれども、幾つかの

国とパートナーシップを組んで、先進的な再処理技術及び高速炉を用いて、濃縮・再処理技

術の獲得意志の放棄の表明等の一定の条件を満たす国に発電用核燃料を提供するという提案

を出してきました。核燃料サイクル提案の中で１つ議論の軸になっておるのが、核燃料供給

保証に関す６カ国構想ということで、現在供給国となっている国が、民間市場をバックアッ

プするための枠組みをつくり、供給国と対照的な立場にある需要国については技術の獲得を

契約してゆく、こういう考え方です。 

  この次に、核燃料サイクルの多国間利用に関するドイツの提案などがございますけれども、

この６カ国構想というのが、どうしても先進国と途上国の権利を巡る見方の違いで、若干議

論がスムーズに進まないという状況の中にあって、日本提案は、それぞれ持っている供給能

力、それはウラン鉱石の採掘から核燃料に至るまでさまざまな段階があるわけですが、これ

についてはお互いに自分たちの供給の能力というものをアピールすることによって、透明性

を高めて、あるいは参加していくという方法で、お互いに不安の解消を実現していったらよ

いのではないかという考え方をしたものです。 

  この日本が提案の準備をしているという話に触発される形で、それぞれドイツはどこかに

中立的な濃縮施設をつくったり、あるいはイギリスは何らかの取り決めの形をつくったりし

てはどうかというような議論をしてきたということです。 

  現在の状況ですが、この最後のページに昨年のシンポジウムでの結論として、どういう形

で今後議論を進めていくかについて記載されています。まず原子力発電への核燃料供給を保

証するメカニズムに焦点を当てて、具体的にさらなる検討が必要と考えられる論点を幾つか

洗い出して、ＩＡＥＡがさらに議論のいわばたたき台となるものを、今年中に出していくと、

こういうことになっております。 

  以上、この２点に絞って要旨をご紹介いたしまた。 

（近藤部会長）はい、ありがとうございました。 

  それでは、ただいまの外務省などのご説明に対する質疑をお願いします。 

  広瀬委員、どうぞ。 

（広瀬委員）まず、私はインドは専門ですからお聞きしたいんですが、最初のところでＮＰＴ



－16－ 

体制以外の国々への対応のところで、ＮＰＴへの参加、ＣＴＢＴ基準などを形付けるという

のがあるんですが、これは例えばインド、パキスタン、イランだと思いますが、余り効果は

ないですね。というのは、つまり、この日本からの働きかけによって、インドが少しでも動

こうかと言えば、それは全くあり得ないですし、むしろそういうことを要求することによっ

て、対話をインド側が嫌がるという傾向がありますね。それについて、外務省としては今、

やはり同じようにＮＰＴに加盟するようにというような働きかけを続けていくおつもりでし

ょうか。 

（今西首席事務官）ありがとうございます。 

  インドは、正にご指摘のように、ＮＰＴができたときから、５カ国による核兵器の独占に

ついて差別的であるという立場をもっておりますから、それに２回にわたる核実験を通じて、

核製造能力を有するに至りました。イスラエルは明言していませんけれども、同国は核兵器

を持っていると一般には指摘されています。アメリカがインドとの戦略的な関係の観点から、

同国と協議し、インドがＮＰＴに入らない状態で民生の核技術に関する協力の合意に達した

ことはご案内のとおりです。この問題は、先ほど説明があったＮＳＧ等の場で、そこはまだ

国際的に議論を進めている状況でございます。 

  日本の立場は、ＮＰＴへの加入が重要ということで、一貫して同国に働きかけておるとこ

ろでございます。ここは今も変わっておりません。ご指摘のように、まさにそこは出口があ

るのかという議論が確かにあるのかもありません。そういうインド、ないしパキスタンなど

がＮＰＴに入らなくていいというふうにしてしまいますと、では、この９０年代、ＮＰＴが

今１８９ヵ国ということになりますけれども、入らないことによるデメリットというのを考

えると、過去に核兵器を実際に開発しているのではないかと指摘された国がＮＰＴに非核兵

器国として加入した訳ですが、そういった国が、では入らないという状態を続けていれば、

いつかＮＰＴに入らずに協力を受けられるということになるということになると、それでい

いのかという議論はあり得るのではないか、そこは、若干アプローチが異なる考え方につい

て、国際的に議論がまたされるかもしれない。他方、アメリカもＮＰＴ自体を変えるという

ことは考えているわけではありません。いずれにせよ、日本としてはインドにＮＰＴに加入

するよう引き続き働き掛けるということです。 

（近藤部会長）浅田委員。 

（浅田（正）委員）浅田でございます。 

  幾つかお聞きしたいんですけれども、最初にＣＴＢＴの関係ですが、ＣＴＢＴについては、
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アメリカの国内の世論は９９年の上院での批准の拒否の際でも、８０％以上が指示していた

と言われ、批准拒否の背景には、クリントン政権の議会対策の失敗など、いろいろな要素が

あったと言われています。そこで新しく政権が民主党に変わった場合、ＣＴＢＴが動く可能

性はあるかどうかについてお聞きしたいと思います。それから、ＣＴＢＴの準備委員会で整

備している国際監視制度（ＩＭＳ）について、その７０％以上が完成しているという話です

が、例えば中国などは、ＩＭＳの運用は、ＩＭＳの整備の一環としての暫定的運用であって、

これをもって核実験禁止の検証はできないという主張を行っておりましたが、そういう主張

はまだ行われているのでしょうか。 

  それから、ＩＭＳの整備が１００％完了した場合には、もはや整理のための暫定的な運用

は必要ないという議論が起こり得ると思うんですけれども、そうするとＩＭＳはもはや運用

できなくなるのか、そのあたりについてお聞きしたいと思います。 

  それから、ＮＰＴ体制との関係でいいますと、２１世紀に入ってからの大きな問題として、

北朝鮮の問題とイランの問題、それからカーンネットワークの問題があります。カーンネッ

トワークの問題というのはＮＰＴが機能していないということで問題があるというのではな

く、したがって幾らＮＰＴ体制を強化しても問題解決にはならない。そういうわけで、例え

ば輸出管理などを利用して、私人の行動について一定の制限を加えようということで、ＮＳ

Ｇもその一環として以前からあるわけです。輸出管理は、日本の場合、法制度的にはかなり

整備されていますが、それでもなお現実にはいろいろなところで問題が発覚して裁判にもな

っています。 

  輸出管理の最前線ですべてチェックするというのは不可能ですから、結果として海の方に

出ていったものについて、それを止めてできれば没収しようという発想でＰＳＩという活動

が行われているのだと思います。その関係の我が国の対応なんですが、我が国はＰＳＩの当

初からの参加国で、以前はコアグループという形で積極的に関与しておったわけですが、果

たして日本がこのＰＳＩとの関係でどれだけ実際の活動を行っているのか、行うことができ

るのかというところをお聞かせいただきたいと思います。 

  海上保安庁などが恐らく中心になってやるべきことだと思うんですが、公海上で外国の船

舶に対して臨検を行うということは原則としてできないので、基本的には領海内において、

問題のある外国船舶に対して検査等を行うということになるのではないかと思います。日本

の場合、そういった活動を行うための法的な整備がどれだけ完備されているか。この点はか

なり疑問でありまして、新しくＰＳＩ関係で何か法整備があったかというとほとんど聞きま
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せんし、海上保安庁の人によりますと、ＰＳＩとの関連では、基本的には訓練に参加してい

ること以上にはほとんど活動は無いとも言います。 

  そうすると、日本のような国がそういった訓練活動以外に、特に法整備を余りしていない

ということになると、少し問題ではないかと思うんですけれども、そのあたりで何かお教え

いただくとありがたいと思います。 

  それからもう一つ、ＳＵＡ条約、海洋航行不法行為防止条約の改正が２００５年に行われ

ています。これは大量破壊兵器の拡散に直結したもので、例えば大量破壊兵器やその関連物

資等を輸送している船舶について、容易に乗船等ができるようにするために改正したもので

すけれども、この改正条約の批准の見通しですね。かなり前には、すぐにでもという話を聞

いたことがありますが、最近はあまり聞かなくなりました。そのあたりの状況について、お

聞きしたいと思います。 

  最後に、ＮＰＴに対する脅威として、北朝鮮の場合は脱退という問題ですし、イランの場

合にはＮＰＴを脱退せずに核物質・核技術を取得し、核兵器の開発に必要なものを整えた後

でＮＰＴから脱退しようということではないかと言われています。こういった特にイランの

問題との関係で、燃料供給を保証するから、自前の濃縮、あるいは再処理をしないでほしい

という趣旨の提案が多く出されていますが、イランに言わせますと、燃料供給の保証は別に

要らない、我々は核燃料サイクルが欲しいんだというふうに言うわけです。そうすると、実

際そういう燃料供給保証の制度をつくったところで、イランに対してどれだけ効果があるか

という議論になっていくわけです。 

  では、イラン問題そのものに対してどのように対応するのかというと、恐らく安全保障理

事会の決議で制裁をするということ以外には、余り考えられないのではないかと思います。

そういう意味では、昨年の１２月ですか、イランに対する制裁決議が出たわけですが、こう

いった決議が果たしてどれだけ有効かということについて、お聞きしたいと思います。北朝

鮮の関係では、制裁を決議したらすぐに６者協議に戻ってきたという感じがして、効果があ

るようにも思いますし、一般的に言って、こういうものがどういうふうに評価できるかにつ

いて教えていただきたいと思います。 

  それと同時に、イランとの関係ではＥＵの３カ国と、それから最近では安保理の常任理事

国を含めて６カ国が交渉を行っているわけですが、そういう交渉を行いつつ他方で制裁を行

うということになると、いい表現を使えばあめとむちですけれども、悪い表現を使いますと、

片手で握手しながら、反対側の手で殴ろうとしているというようにも取られかねない。例え
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ば、話はちょっとずれますけれども、ＰＫＯを見ますと、ＰＫＯを派遣しながら国連が制裁

を行ったユーゴの例を見ますと、余りうまくいかなかったのですね。そういう観点からしま

すと、このような協議を行いながら制裁をするというは、いかに効果評価できるのか。その

あたりをお聞きしたいと思います。 

   

（近藤部会長）たくさんありますから、簡潔にお願いできればと思います。 

（今西首席事務官）まず、最初ＣＴＢＴの関係でご質問いただいた件ですけれども、民主党が

２００８年の大統領選挙で勝ったとして、ＣＴＢＴの批准にかじをまた切るのかということ

は、正直私も個人的にどうなのかよくわかりません。人によっては、もちろんブッシュ政権

のような基本的な軍縮条約への抵抗感、あるいはそもそも核政策としての核実験を法的には

放棄しないという立場が変わるのかどうかというところがよくわかりません。 

  人によっては、もちろん政権が民主党になれば少しは軌道修正されるという人もいます。

そこは、いろいろな人、私も個人的に聞いたことがありますけれども、やはり民主党になっ

てもそこは変わらないという人もいますので、正直そこら辺はわかりません。他方、日本と

してもちろんアメリカに対しての働きかけをしていくという、そこはもちろん変わらないわ

けでございます。 

  中国の話が出ましたけれども、中国ももちろん批准しておりませんけれども、彼らは基本

的に運用体制の整備そのものには、いろいろと発効していないからデータを出せないという

立場はございますけれども、他方ではいろいろな暫定運用の議論には、人がちゃんと出てき

て議論に積極的に参加しているという感じを受けます。 

  例えば、ご紹介すると検証ですね、現地査察の関係でいろいろなマニュアルを今つくろう

としているんですけれども、そういった議論にも中国は代表団を積極的に送り込んできてい

ます。他方で、今批准を人民代表会議のところで審議しているということでございますけれ

ども、そこはいつになったら批准がやれるのかということについては、我々としても本当に

ちゃんと批准するんだろうかという感じをまだ持っております。もちろん中国に対しても引

き続き働きかけをしていきたいと思っております。 

（孫崎首席事務官）引き続いて、ＰＳＩの関連、それから燃料供給保証とイランのような国と

の関係２点について、若干お答えを申し上げます。 

  まず、ＰＳＩの方ですが、我が国の現在の法制度の状況から申し上げますと、洋上で大量

破壊兵器等につながるようなものを含めてですけれども、これを運搬していて、直ちに犯罪
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となるかというと、これはなかなか簡単にそうはならないという状況があります。例外とし

て、サリンなんかは直ちに犯罪化されるのですが、通常どういう状況が犯罪になるかという

と、そもそも日本から出ていくときに外為法に違反をしているという状況が一番日本の場合

は想定をされるということだと思います。 

  日本から出ていく船が、例えば外為法に違反しているので、それを捕まえるという観点か

ら海上保安庁が乗船をして、物を差し押さえるといったようなことというのが、日本の場合

一番想定されるパターンなのではないかと思いますが、では、そういう例がこれまでにあっ

たかということですと、そういう例は今までにございません。なかなかそこの部分はぎりぎ

り輸出管理の世界でしっかり機能をして、幾つかこれまでに事件になったものもございます

けれども、何とか止まっているという部分もあるかと思いますし、実際に差し押さえるとい

う流れをさっきちょっと申し上げましたが、最終的には港にいるときに捕まえるというのが

理想のパターンではあると思いますので、国土交通省もそこで何とか捕まえやすいところで

捕まえるということが、恐らく重要なのではないかという認識が、一つはあると思っており

ます。 

  それから、我が国の法制度との話を先ほど申し上げたこととの関係で、浅田委員からご紹

介のあったそのＳＵＡ条約というのは、旗国の同意を得て、公海上も含めて、その大量破壊

兵器の輸送を犯罪として取り扱っていくという条約です。これについては日本はまだ署名を

しておりませんが、これだけイラン及び北朝鮮に関連する国連安保理決議も出て、大量破壊

兵器の洋上の輸送についてしっかり対処していかなければいけないという国際社会の認識の

中で、メリットとして明らかにこれは大きな部分があると思っておりますが、そのために国

内的にどういう受け入れ方をしていくかということも含めて、今検討が進んでいる状況にあ

ります。 

  もう一つのご質問の論点ですが、イランの場合、核燃料供給保証といっても、余りもうそ

んなに魅力がないのではないかというのは、確かにおっしゃるとおりそういう側面もござい

ます。むしろ核燃料供給保証の議論というのは、今の段階では第２のイラン、あるいは第２

の北朝鮮といった存在が出てくることを止めるというのが、一番の目的になってくるかと思

います。 

  うまく核燃料供給保証のシステムが整ったときに、イランがそこに戻ってくる、あるいは

北朝鮮がそこへ戻ってくるということであれば、それは非常によいことであろうと考えます。

ただ、今我々として考えているのは、北朝鮮にせよイランにせよ、核燃料サイクル自体を、
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今そういう意味では若干透明性を欠いた形で追求したところについては、１回御破算にして

ほしいと。御破算にするための手段というのが、去年１年間で出てきた安保理決議であろう

かと思います。 

  一方で、「対話と圧力」という中で、安保理決議というのは圧力にどちらかというと位置

づけられるかと思いますが、イランについて申し上げれば、今はＥＵとの対話ということ自

体よりも、この安保理決議1737で加えられている圧力に対して、イランが今までのやり方

は若干性急であった、あるいは行き過ぎであったという形で、考え方を少し率直に申し上げ

れば改めていただいて、濃縮関連活動という今行っている機微な活動を停止した上で、対話

の方に戻っていくかどうか、それはイランにかかっていると考えます。 

  我々の国際社会の側ということで申し上げると、今の段階ではそういう意味ではイラン側

が対話に応じられるような考え方になるまでの間は、国連安保理決議という形で圧力がかけ

られているという段階になるのではないかというふうに思っております。 

（近藤部会長）ありがとうございます。 

  残り時間を考えますと、文科省と経産省をご説明にお呼びしていますので、それぞれのご

説明をお聞きしてから、全体について質疑を行うという方針で、先にいかせていただいたら

と思いますがいいですか。 

  それでは、文科省から順次お願いします。ちょっと時間が押していますこと、ご配慮いた

だければと思います。 

（水間参事）おはようございます。 

  私は、日本原子力研究開発機構の参事の水間でございます。 

  お手元の資料３－１でございますけれども、こちらのタイトルの方に書いてございまして、

「核不拡散科学技術センター」と書いてございますけれども、こちらのセンターに４人いる

次長のうちの１人としまして、センターの中で政策調査を担当してございます。 

  本日は、この資料のタイトルにございますとおり、ＪＡＥＡの政策研究と人材育成、これ

をご説明するようにということでございますので、資料をご準備してございます。 

  ご承知のとおり、ＪＡＥＡとして新法人になりましたのが平成１７年１０月ということで

１年４カ月たってございます。旧原研、それから旧動燃、サイクル機構という時代から、み

ずからが原子力施設を設置する、それから運転するとか、管理するという立場としまして、

核不拡散に関係するということであれば、独自に管理すると、計量管理するということ、そ

れから、保障措置を受けるという立場がまずあったわけでございます。それから、個別の現
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場におけるところの査察技術の開発でありますとか、あるいは連携してトレーニングコース

というものをやりまして、人材育成にかかわってきたという経緯がございます。 

  それでは、新法人の発足と同時に、今までの２つ法人における機能というものを集積いた

しまして、さらに新法人における核不拡散関係の体制強化を図るということで、きょうお示

しいたしておりますところの、核不拡散科学技術センターというものを設置したわけでござ

います。その中で、特に政策調査研究というものは、今まで関連する活動もございましたけ

れども、改めてシンクタンクという機能を目指すということで、取り組んでいるわけでござ

います。 

  １ページ目でございますけれども、ここに「核不拡散科学技術センターの政策調査業務の

実施体制」という図をお示してございます。真ん中の上のところに政府と書いてございます

けれども、あくまでもこの政策立案というものは政府の役割でございますので、ＪＡＥＡと

しては政府からの要請を受けまして、政府の行う政策立案に対して特に技術的な側面からの

支援をさせていただくというのが、我々に期待されているものでございます。 

  それで、この四角の中に原子力機構と書いてございますけれども、ここに我々のセンター

というのがございまして、左側をごらんいただきますと外部有識者にご参画いただいている

核不拡散科学技術フォーラムというのがございます。それから、その下に核不拡散政策研究

委員会というのがございます。本日ご出席の浅田正彦先生にリーダーシップをとっていただ

いております。そういうところの専門家のお話もいただきながら、我々が一人よがりになら

ないようにということで、そういう体制を整えて。あともう一つ、きょうは後ほど出てきま

すけれども、右側にありますところの東京大学の大学院と特に人材育成の関係では連携を強

めて活動をさせていただいているということでございます。 

  それから、下の方にございますけれども、国内外の研究機関、あるいは関連するシンクタ

ンクというようなものとも連携を図っているところでございます。 

中身についてご説明申し上げますと、まず、政策研究ということで２ページ目をお開きい

ただきたいんですが、実際今のところ何をやっているかということでございます。新法人発

足以来、大きく２つの柱を立てて政策研究ということを実施してございます。平成１７年度

の後半から平成２１年度まで、最初の中期計画の４年半をかけて大きく２つの柱を立てまし

て取り組んでいくということでございます。 

  まず、１点目が、四角で囲ってある「国際的な核不拡散体制強化」ということで括弧書き

でございます。ベストブラクティスとしての日本の核不拡散対応というものが書いてござい
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ます。先ほど外務省からの説明のとおり、日本はこういう核不拡散の取り組みということに

ついて、かなり厳しくやっているのではないかというお話がありまして、実はそうではない

んだということで、国際標準をつくり上げるんだというお話がございました。 

  その私どもで取り組んでいるのは、まさにその国際標準となり得るような日本の取り組み、

こういったものは一体今までどういうものだったのかと、将来的にどういう形であるべきな

のかということを体系化いたしまして、政策立案に生かしていただくというような目的でこ

の調査をやっているわけでございます。 

  真ん中辺にベストプラクティスと書いてございまして、５つの要素という例示がございま

す。この全てを原子力機構がやっているわけではございませんで、その一部を成しているこ

とは確かにございますけれども、国全体の政策として、こういう取り組みを今までなさって

いたということで、平和利用の宣言でありますとか、それから核燃料サイクルの明確な必要

性というものをしっかり定義をしていくということ、それから原子力委員会でおつくりにな

っている政策大綱、こういったものを透明性をもっておつくりになると。 

  それから、４番目でございますけれども、特にこれは実質的な要素も含まれますけれども、

先ほど外務省の方からご説明のあったＮＰＴでありますとか、包括的保障措置協定、あるい

は追加議定書、追加議定書につきましては、日本がある意味では実質的に国内で初めて適用

になっているというところでございますし、それから二国間協定、輸出管理については後ほ

ど説明があるのではないかと思いますけれども、そういったことをしっかりやっているとい

うことを、やっていることはやっているわけでございますけれども、内外の方々にもわかり

やすく発信をするというその整理を、我々の方でさせていただくとよろしいのでないかとい

うことで取り組むわけでございます。 

  それで、具体的に今まで何をやっていたかといいますと、今申し上げた４ポツのところの

実績、特に「保障措置」についてどういうことをやったかということに焦点を当てて、整理

してございます。具体的にはこの８点の整理をしたということで、四角で囲ってある１から

８まで番号を振ってあるところでございます。似たような文言もございますけれども、特に

保障措置手法の強化・検討の積極的な貢献をどのようにやってきたかということ、それから

２番目でございますけれども、施設を運転する早い段階から国際原子力機関と密接な連携を

すると。特に最近の例で申し上げますと、六ヶ所村の再処理工場、商業規模の再処理工場と

して動き出すわけでございますけれども、かなり早い段階からＩＡＥＡとの間で保障措置の

やり方については検討、これも国際的にも進めていたということでございます。 
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  それから、二国間協定に基づく関係国との連携ということで、先ほど外務省の方からの説

明にもありましたけれども、供給当事国としてこの関係で保障措置をかけることは当然でご

ざいますけれども、情報の共有であるとか、定期協議の規定、それからインベントリーリス

トの交換に基づきまして、協定対象物が今日本の中でどう動いているのか、どう管理されて

いるか、そういったことを相手国としっかりやっていくということが、主な指摘ではないか

と思っています。 

  それから、保障措置の技術の開発・適用ということで、施設が大型化していくというよう

なことでありますと、自動化するとか、遠隔監視するというような技術について、取り組ん

できている。特に今までの原研やサイクル機構の時代から、そういった分野については特に

協力をさせていただいてきていたところだと思います。 

  それから、情報の提供ということで、追加議定書ということでありますと、さまざまな情

報の提供というのが非常に重要なポイントになってございますけれども、そういったことに

ついて積極的にやる、あるいはランダム査察等の積極的な受け入れということで、いつ査察

に来てもいいような体制を取るということによって、実際の査察のカバレッジが広くなると

いうことで、信頼性が向上するという状況について、一部事業者側にとっては負担になるか

もしれませんけれども、信頼性が上がるから、国内全体考えればプラスの面が大きいという

ことで、そういったものを規範的な行動としてとっているということだろうと思います。 

  というようなことを、今まとめている最中でございまして、まとまったところからどんど

ん国内外に発信をするというようなことで、具体的には国際的な核物質管理学会というもの

についても、途中段階の成果をどんどん出していっているというところでございます。 

  それから、もう一つの柱でございますけれども、３ページ目にいっていただきまして、

「アジア地域における核不拡散強化・透明性向上」というのを大きな柱としているわけでご

ざいます。特にアジア地域につきましては、今後、今まで原子力利用といいますと、放射線

利用でありますとか研究段階ということにとどまっていたところがございますけれども、具

体的に申し上げますと、インドネシアでありますとかヴェトナムといったことでありますが、

発電をするというような動きが現に見えてございます。そういった場合におきまして、この

核不拡散ということからすると、非常に重要なのは各国における政策の透明性をいかに確保

していただくかというようなこと、それからそういった核不拡散対応の技術ということにつ

いて言えば、査察を受けるというのが一番簡単に思いつくわけでございますけれども、どう

いったことをやればいいかということで、先ほどご説明しましたベストプラクティスとの関
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係も十分ございますけれども、日本でのというようなものを非常に参考にしていただけるん

ではないかということも含めまして、アジアの諸国に対する協力のあり方といったものを模

索するといったものがこのねらいでございます。 

  一つ、具体的に透明性を向上するということでありますれば、この下に書いてございます

ところの遠隔監視技術でありますとか、インターネットを使うというような情報の流通とい

うものを、どんどん技術が進んでございますので、それをどうやって使っていくのか。機微

技術というものを拡散させずに、あるいはセキュリティというものについてその有効性を損

なわせずに、どうやって透明性を向上させるかと、それが相互信頼につながるという観点か

らの課題抽出に努めてございます。 

  それから、この次に人材の育成というところへ進めさせていただきます。 

（直井室長）それでは、人材の育成につきましては、核不拡散科学技術センターの直井でござ

いますけれども、私の方から説明をさせていただきます。 

  核不拡散関連分野の人材、保障措置対応を中心といたします人材につきましては、ここ１

０年ぐらい新しい人材が育っていないといいますか、育てられなかったという実情がござい

まして、原子力機構設立時に、核不拡散科学技術センターを設置するというその理由の一つ

に、この分野の人材育成に貢献するという役割を担わせるということがございました。 

  この人材育成につきましては、大学ですとか、ほかの関係機関と連携を図りながら、育て

るべき人材の設定と育成のための長期的なキャリアパス計画、そういったものを立案して実

施していくということが必要と考えてございます。既に原研やサイクル機構時代から、例え

ば外務省ですとか、文部科学省ですとかといったところと人事交流をしまして、育てるとい

うことはやってきてございますけれども、さらに原子力以外の分野を含めた幅廣い人事交流

を進めるとか、国際機関等における重要ポストも確保していくということを念頭に、そうい

ったキャリアパス計画を実施していくということが必要というふうに考えてございます。 

  こういった計画の実施に当たりましては、関係機関の理解ですとか、情報交換が必須でご

ざいまして、徐々にではございますけれども、関係機関との協議を開始しているところでご

ざいます。 

  それから、その次の５ページ目でございますけれども、人材育成の１つの柱といたしまし

て、東京大学大学院に平成１７年４月に設置されました原子力国際専攻に対しまして、核不

拡散科学技術センターから４名の教員の派遣をしてございます。その中で国際保障措置特論

等の講義を担当しております。また、文部科学省がやっております派遣型高度人材育成協同
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プランというのがございますけれども、こういった枠組みを使いまして、核燃料サイクル工

学研究所で実際にＩＡＥＡが査察をやっている現場に、学生を受け入れて見学をさせながら

授業の一環として実習をさせるというような計画も進ませてございます。 

  それから、６ページ目でございますけれども、文部科学省の方から委託を受けまして、国

内だけではなくて、アジア、太平洋地区を対象にいたしました、政府ですとか原子力関係機

関で働く指導的な立場にある方々を招いて、核管センターですとか、ＩＡＥＡにも協力をし

ていただきながら、保障措置技術ですとか、計量管理の知識を習熟させるトレーニングコー

スというものを開催してございます。ＩＡＥＡはいろいろな地域でこういったプログラムを

実施しておりまして、４年１回このアジア地区に重なるということで、４年に１回はジャス

パスというサポートプログラムの一環として、こういったプログラムを開催してございます。 

  それから、７ページ目でございますけれども、情報の発信と共有、外部機関との連携とい

うことで、今日的な核拡散の課題の議論を深めるということ、それから、先ほど水間の方か

ら説明させていただきました政策研究の成果というものを発信するということを目的に、国

際フォーラム等を開催してきてございます。２００６年の２月には大洗で国際シンポジウム、

これは特に透明性をテーマに、「平和利用と核不拡散」という題名でシンポジウムを開催い

たしましたし、昨年の５月には「核不拡散科学技術国際フォーラム」というものを開催して

ございます。また、昨年１１月には、ジェネレーションフォーの中の核拡散抵抗性・核物質

防護の評価にかかわるワーキンググループで検討している内容につきまして、国内でセミナ

ーを開催して、どういったことをやっているかという活動の報告をしていただきました。ま

た、１１月にはエルバラダイＩＡＥＡ事務局長を招きまして、講演会を開催するというよう

なこともやってきてございます。 

  それから、インターネットのウェブページを積極的に活用いたしまして、情報の発信とい

うことを心がけております。また、メールマガジンということで、ＮＰＳＴＣニュースです

とか、核不拡散ニュースというものを発信しております。核不拡散ニュースにつきましては、

基本的には原子力機構の内部を対象としておりますけれども、昨年末から一部の外部の関係

者の方に試験的に配信しております。 

  それから、核不拡散関係の勉強会、これは政策関係、それから技術的な勉強会、２本の柱

でもって勉強会を開催してございまして、外部の方にも参加いただけるように配慮をしてご

ざいます。 

  外部機関との連携というのは、先ほど水間の方から説明したところを除きまして、まず協
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定に基づく研究開発協力ということで、アメリカのエネルギー省とユーラトムと、保障措置

関連の技術開発、研究開発にかかわる協定を結びまして、共同研究ですとか情報交換という

ものをやってございます。それから、ＩＡＥＡとかＤＯＥ傘下の国立研究所、それからSIP

RIですとか、電事連、ＪＮＦＬ、核物質管理センターとも適宜情報交換をさせていただい

ております。 

  また、特に日本国際問題等研究所さんの方とは、お互いの得意とする分野でコラボレーシ

ョンするということで、定期的な情報交換会をさせていただいております。 

  以上でございます。 

（藤田国際原子力協力官）文部科学省研究開発局の藤田と申します。 

  引き続きまして、ＧＮＥＰについてご説明したいと思います。 

  本日は、核不拡散との観点から、ＧＮＥＰにおきまして、当省がどういう協力を考えてい

るのかということを中心に、ご説明をしたいと思います。 

  ＧＮＥＰというのは、去年２月にアメリカのＤＯＥが出した構想ですが、その中には１ペ

ージ目の①から⑦に記載してありますような構成要素がございます。その中の特に③番、核

拡散抵抗性の高い技術及び⑦番、先進的保障措置技術の開発ということで、核不拡散につい

ての要素がございます。 

  次に、２ページ目でございますが、「我が国の協力の進め方」としまして、我が国の「も

んじゅ」でありますとか、小型高速炉、あるいは六ヶ所の経験を踏まえて協力を進めていく

と。そして、協力につきましては３ページ目でございますが、本年と書いてございますが昨

年５月に文部科学大臣が訪米した際に、「ＤＯＥの長官と合意」をしたという分野がござい

まして、その分野は４ページ目にありますように、７つの構成要素に対して、右側の５つの

研究開発分野で協力をしていくということでございます。 

  ５ページ目は飛ばしまして、６ページ目でございますが、この「ＧＮＥＰの構想の現状」

でございますけれども、ＧＮＥＰは昨年２月に提案されましたけれども、当初アメリカは国

立研究所を中心とした理想的な長期的な研究開発計画というものを考えていましたけれども、

８月になりまして、ＧＮＥＰ計画の加速を目的とした産業界の既存技術を活用するトラック

１と、従来の計画どおりの研究を進めるという、トラック２の２トラック方式というものを

採用しています。 

  そして、７ページ目に示されていますように、トラック１では①の先進的な燃焼炉、これ

は高速炉でございますが、これを産業界の既存技術を活用してつくっていこうと、そして、
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同じく既存技術を活用して②統合核燃料取扱センター、これは再処理と燃料製造の施設が一

体となったセンターでございますけれども、この①と②の施設をトラック１の中で産業界の

既存技術を活用してつくっていこうというものでございます。 

  ８ページ目は、トラック２の説明でございますが、従来どおり長期的な研究開発を行って

いくというものでございます。 

  最後のスライド、９ページ目でございますけれども、トラック１につきましては、産業界

の既存技術の活用を図るということで、アメリカとして国の内外から提案を募るＥＯＩとい

うものを募集しました。このＥＯＩについては、日本からもＪＡＥＡや関連メーカーが連名

で、ＡＢＲ及びＣＦＴＣの２つの施設についてアメリカに提案をしているところでございま

す。昨年９月に提案をしていまして、現在アメリカで検討中ということで、結果はまだ出て

いません。 

  特に、核不拡散の観点からは、このＥＯＩの中で、再処理技術すなわちＣＦＴＣの技術の

中で、ウランとプルトニウムを一緒に抽出することにより、純粋なプルトニウムが存在しな

いような形の再処理行程にするといった技術、そういう核不拡散抵抗性を持った技術を提案

しています。その他に長期的な観点から保障措置技術を高度化することにつきましては、Ｊ

ＡＥＡとＤОＥの間で保障措置に関する取り決めが締結されており、その中で研究開発を行

っていくこととしています。なお、ＧＮＥＰにつきましては、昨年のアメリカの中間選挙で

民主党が躍進したこともあり、今後のアメリカでの動向を考えながら、日本としてできるこ

とは積極的に協力していくというスタンスで臨んでいるというところでございます。 

  以上でございます。 

（中村課長）原子力研究開発課長の中村でございます。私の方からは、資料第３－３号に基づ

きまして、ご説明をしたいと思います。 

  私どもの方で行っております核不拡散関係の研究開発の多くにつきましては、独立行政法

人の原子力研究開発機構さんの方で行ってございますけれども、それ以外に当課の方で公募

事業というのを行っておりまして、この公募事業の中の一つのテーマとして出ております、

この表題にあります「強く核拡散抵抗性を有するＰｕを生成する革新的原子炉技術開発」と

いうものが、一つのトピックになるのではないかということで、簡単にご紹介をさせていた

だきたいと思います。 

  まず、１ページ目でございます。 

  これまで、核拡散抵抗性が強いというふうによくお話が出ますけれども、具体的な数量目
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標値として、何と何によってどれぐらい強いのかというようなものが、明確にはなかなかわ

かっていないという状況でございまして、これについてさまざまな議論が行われているとこ

ろでございます。現在、この公募事業の中におきまして、東工大の斎藤先生という方でござ

いますけれども、ＩＡＥＡの会議等で提案をし、また議論をしているところとして、崩壊熱、

あるいは自発核分裂中性子発生率に基づくプルトニウムの品質、この２つの指標でもって核

不拡散抵抗性というものの強さを議論してはどうだろうかという提案がなされているところ

でございます。 

  すみません。１ページの上の方の右側の表の一番上のところに、プルトニウム２４０の含

有量、これはちょっと誤植がございまして「３％以上」と書いてありますけれども、数字が

ちょっと逆で「３％未満」ということですので、申し訳ございません。ご訂正をお願いいた

します。 

  このような指標に基づいて、核不拡散を議論するということに関しましては、最後のペー

ジ、２ページ目でございますけれども、ＩＡＥＡでも注目をしてございまして、下の方にご

ざいますように何度か会議を開き議論がなされております。下の方の四角にございますよう

に２００６年にはＰＰＰのプロジェクトということで、ＩＡＥＡ主催で会議がございました

けれども、今後もまた会議が５ポツ、あるいは６ポツにあるように予定されておりまして、

技術的にも標準的な評価の仕方というのも、一つのトピックになろうかと思ってございます。 

  以上です。 

（近藤部会長）ありがとうございました。それでは続いて経済産業省からは長谷川さんですね、

よろしくお願いいたします。 

（長谷川課長）経済産業省の安全保障貿易管理課長をしております長谷川でございます。よろ

しくお願いいたします。 

  本日は、非常に簡単なペーパーを用意しております。既に資料の２で外務省から国際的な

不拡散のスキームのお話がご紹介されていると承知しておりますので、お時間の関係もござ

います。ぜひ手短に紹介させていただくことでご了解いただければと思います。 

  資料の４をごらんいただきたく思います。 

  国際的な不拡散のレジームを受けまして、日本の国内制度といたしまして、それを実行す

るための外為法、こちらがございます。外為法とそれに基づきます輸出貿易管理令、あるい

は技術提供につきましては、外国為替令という政令がございますので、これらでそれぞれの

規制をすべき対象のアイテムを特記した形にしております。そして、それらについて、輸出
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なり外国に対しての技術提供をする場合には、経済産業大臣の事前の許可が必要になる。一

言で申し上げますと、こういうようなスキームを用意しております。 

  はしょって申し上げますと、この１ページ目の（１）にございますリスト規制というもの

がございます。特にこちらは核関連の議論の場であるというふうに承知しておりますので、

ＮＳＧを中心にしてご理解いただければと思いますけれども、あらかじめＮＳＧで合意され

ております核関係に直接あるいは間接的に利用され得るアイテム、こちらは国際的に合意さ

れておりますので、それを政令に書き込んだ形で輸出許可が事前に必要になる。あるいはそ

れを製造したり、使用したりする技術の関係でありますと、事前の技術提供のための許可を

外為法に基づき、取得することが必要になるということになっております。 

  もろもろアイテムの中身にはいろいろな性質なものが入っております。例えば核燃料物質、

核原料物質でありますとか、あるいは核関係の兵器などの製造に携わることが可能になるよ

うな工作機械なども規制対象に入っております。もちろん一定のスペック以上のものという

ような制限が入っておりますので、こちらの参考の例に示されているような、簡単な漢字４

文字だけというものではございません。 

  また、こういったリスト規制として、一つ一つアイテムが列記されているもの以外に、俗

に言うキャッチオール規制というものがございます。キャッチオールは名前のごとしでござ

いまして、リストとして示されているものではございませんけれども、場合によって使う人、

使う用途によってはこれは事前に許可を得なければいけないということになっております。

具体的には、この５年前から施行されております制度でありますけれども、レベルが低いも

の、あるいは通常であればあまりリスト規制の対象にすべきとは思われないものでも、特定

の懸念の強いもの、懸念の強い国の場合には、転用をする可能性があるからということで、

つけ足しで規制対象に決めるというものでございます。 

  こういった緩いけれども規定がございまして、これに基づきまして私ども経済産業省では、

事前の許可申請が出てまいりました場合に、その内容に問題があるかないかというのを審査

して許可を出しております。もちろんごく一部分では不許可になる、あるいは審査に相当慎

重な討論が必要になるというような案件もございます。年間１万件弱の許可申請がございま

して、これらにつきまして日々切磋琢磨しております。もちろんその審査の中身といたしま

して、許可申請に対して、その貨物やあるいは技術が果たして何に使われるか、あるいは需

要者がだれであるか。もちろんそこの申請書に出されている需要者が真実の需要者であるか、

こういったところを見定めながら審査をしていくということになっております。 
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  したがいまして、核開発、核兵器の開発に回していく、あるいは迂回をしていくという懸

念があるような需要者であるような場合には、当然のことながら慎重な審査を行っていくと

いう業務を行っております。 

  また、（４）といたしまして、私ども経済産業省役所当局だけで力んでいても仕方ないも

のですから、輸出者に対しまして、自発的にしっかりと内部のコンプライアンス体制を整え

ていただくと、こういう求めをしております。これは基本的に行政指導の形になりますけれ

ども、そのほかに一部分の包括的な輸出とかという、ある種の大枠の許可になりますが、こ

ういった許可を利用される方には、社内の事前の輸出管理を前提とする制度こちらを既に導

入しております。 

  ここまでのところで、北朝鮮をめぐっての昨年１１月のお話を一緒にご紹介させていただ

きたいと思います。 

  ２番の（１）に北朝鮮をめぐる対応というふうにお示ししておりますが、内容につきまし

てはご案内のとおりと思います。昨年１１月に北朝鮮の核開発、核実験を受けまして、国際

的に輸出規制を行おうではないかという合意がなされました。それを受けまして、先ほどの

１ページ目の関係では、リスト規制のうち、核兵器関係に関係し得るものは、すべて日本か

ら北朝鮮向けは輸出許可をしないという運用を決めて、それを公表しております。 

  また、そのほかキャッチオール規制という先ほど２つ目にご紹介したものがございますけ

れども、キャッチオール規制関係でも、厳正に、厳密に、そして、かなり慎重な審査を北朝

鮮関係では運用をするということにしておりますし、また、北朝鮮に直接向かって行っては

なく、例えば東南アジアなど第三国を経由して、北朝鮮に迂回輸出がなされることがないか

という角度からも、慎重な目を向けるということをしております。もちろんこれは水際対策

として、税関と連携を行った例ということにしております。 

  最後になりますが、２ページの一番下のところ、国際的協力・連携としております。アジ

アでは日本１カ国で力んでもなかなか難しいというところがございます。東アジア、東南ア

ジア各国を経由して、また別な国に迂回なり、あるいはそれらの国の中で転用が行われると

いうことがあっては、うまくないというふうに考えておりまして、先進各国と連携を行うこ

とあわせまして、アジア諸国に対してこの迂回輸出をストップするというところを中心とし

て、まずは輸出管理制度、輸出管理体制をしっかりと整備していただき、あわせてその国内

の企業に対しても、輸出管理の意識を調整していくと、こういう活動を１０数年継続して行

っております。 
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  簡単ではございますけれども、以上でございます。 

（近藤部会長）ありがとうございました。 

  それでは、質疑に移るんですけれども、時間が足りないですね。他方、専門委員の方もせ

っかく会議に来て一言も発言しないで帰られるのは辛いだろうと思いますので、少し時間を

伸ばしたい、１５分ぐらいまで延長させていただきたいというのが第一の提案です。よろし

ゅうございますか。はい、そうしますと、今度は、１人２分ほど発言していただくことでい

かがでしょうか。大体２０分で終わるという計算になりますので、お応えをいただく時間が

ある程度残ることになります。よろしいですね、それでは、浅田浄江委員から順番にどうぞ、

よろしくお願いいたします。 

（浅田（浄）委員）ご説明ありがとうございました。ＪＡＥＡさんの方のことについては比較

的勉強することが多かったものですから、枠組みとしてわかっていたんですが、経済産業省

さんの説明の方で、正直、こういうふうになっているんだなというのを改めて勉強させてい

ただきまして、一方で安心し、なおかつそのことが知られていないということについて、も

ったいないというか、これがもっと外に出ていっていいのかなというふうに思いました。 

  一般的に新聞記事では確かに見る項目ではあるんですけれども、一般の方たちへの情報提

供ということで、もしあればコメントをいただきたいのと、そうでなければ時間の関係もあ

りますので、そこら辺のことを加味していただければというふうに思いました。 

（近藤部会長）ありがとうございました。それでは、次、浅田委員。 

（浅田（正）委員）パスです。 

（近藤部会長）パスですか。 

  では、伊藤委員。 

（伊藤委員）それでは、３点ほどご質問したいと思います。 

  まず、ＪＡＥＡさんの方なんですが、この政策評価部会第８回で保障措置は負担になるの

か負担ではないのかという議論がやられたのは承知しておりますが、結果的には必ずしもそ

の受ける側の負担軽減にはつながらないという、こういう議論だったと思いますが、きょう

のこの中で研究の２ページ目のところで、核不拡散政策ということで、これで保障措置の技

術の開発ということで、これは少しでも負担が減らされるような、とにかく監視と封印とい

う技術をしっかりやって、そして、その中でなるべく人為的な関与がないようにしながら管

理があれば、しっかり機械の中で見れるというような技術開発というのはあるのかないのか、

こういうお話が質問の第１点。 
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  ２つ目は、ちょっとさっきの、この前もう済んでしまったお話なのでこれは今日でなくて

いいのですが、先ほど浅田先生もご質問になっていましたけれども、例の燃料供給保証、こ

れの問題ですけれども、これ冷戦時代に随分いろいろな提案が出されましたが、結局は核保

有間のお互いの不信という問題でなかなか実現しなかったということだと思うんですが、今

回これそろっていろいろな提案が出ているわけですが、いずれにしてもこれを実効性あるも

のにするための担保ですけれども、まず、こういう供給保証を受ける受けないというのは、

一つはエネルギー安全保障の問題で考えるという、それから、もう一つはそうではない、別

の目的で自前のリサイクルを持つんだというふうに、これはちょっと論外としまして、エネ

ルギー安全保障という観点でその供給保証を受けようというそこには、確かに自分がこの供

給保証を受けながら、核兵器に転用するということについては、これは安保理なんかの制裁

というのが、これはあるんだろうと思います。 

  ところで、例えば、某国がガスの供給を止めてしまうというような事態に対して、これは

もともとこの燃料供給保証というのは、商業的以外の目的で供給できなかった場合の担保と

こういうことなんですが、蛇口を閉めた側に対して何か制裁というのは考える仕組みがある

のかどうか、こういうのがこの２つ目です。 

  それから、３つ目は、これは今日はお答えいただかなくていいんですが、今の貿易管理の

話で、１万件くらい毎年申請が出てくるんですが、この中でひっかかる案件というのは毎年

出ているのかどうか、この３点です。 

（近藤部会長）では、続いて鈴木さん。 

（鈴木委員）私は、２点です。 

  １つは、話として外務省の方に説明していただいた二国間協定の日本が結ぶときの条件が、

他国よりも厳しいというお話だったんですけれども、それは具体的にどういうことなのかと。

それから、今後は二国間協定を日本が結ぶ場合のプロセスですね、だれが、どういう形で提

案をして、実際に協定になっていくのか。具体的には、多分今度はそのインドとの原子力協

定になると思うんですが、どういうところでその条件を議論するのか。ここは多分違うと思

うんですけれども、原子力委員会及びその外務省というようなところで議論されると思うん

ですが、そのプロセスについてお伺いしたい。 

  それから、２番目は、その原子力協力全体についての話なんですが、平和利用との関係で

いくと、いわゆる濃縮、再処理と言われている機微な分野について、統一見解というのがあ

るんでしょうか。これは多分ＧＮＥＰとか、それから、今後日本は供給国として持っている
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国として、持たない国と協力しなければいけない。例えば、日韓関係ですね。現実に韓国の

方からいろいろ言われていたことに対して、日本はどういうふうに協力をするのか。このと

きに機微な技術というのは、アメリカでは法律でもちろん規定されていますけれども、ＩＡ

ＥＡでもスペシャル・フィッショナブル・マテリアルですか、特別な核物質という定義があ

ると思うんですけれども、そういう国際規制に応じて、日本でもきちんとそういう定義がさ

れているのかどうか。 

  それで、国会答弁で原子力発電から生じたプルトニウムは核兵器には不適であると、適し

ていないという答弁を政府がされているんですけれどもその意味ですね、不適であるという

ことは、一般の人が聞くと使えないというふうに誤解されると思うんですが、そうではなく

て、やはり機微な核物質であるということをきちっと言っていただきたいというのが、私の

質問であります。そういうような、要するに機微な物質や技術についての明確の条件という

か、定義をしていただきたい。 

（近藤部会長）田中委員。 

（田中（俊）委員）きょう初めての会合で勉強するという方が多かったので、外務省、経済産

業省のお話は大変参考になりました。それで、ＪＡＥＡの資料で、一つだけ気になったのは

ベストプラクティスとしての日本の核不拡散対応というのがあって、これが日本型モデルと

して世界に普及するというのですが、中身を見ると、例えば、その一つに核燃料サイクルの

明確な必要性が入っていますが、核燃料サイクルが必要かどうかは、実際に国によって全く

違ってくると思うんですね。そこの辺をもう少しきめ細かく分類した上で、どういうのが最

も現実的なのか、効果的なのかということを少し検討していただきたいということでありま

す。 

（近藤部会長）ありがとうございました。 

  田中委員。 

（田中（亨）委員）私も時間がないので２点だけ。 

  １つは、先ほどの核不拡散科学技術センターで、東京大学の大学院と提携して人材育成を

しているというお話がありましたけれども、私は東大の原子力にいた者としまして、その後

原子力というのがなくなってしまったということがあったんですけれども、こういう形でま

た復活しているというのは非常に心強いなと思ったんですけれども、他大学との連携という

ものを考えておられるのかどうかということが１つです。 

  また、もう一つは、全然違いますけれどもさっき出ていたキャッチオール規制ということ
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に対することなんですけれども、これは多分、民間にいた者としまして、多分びっくりする

ぐらい全然関係ない技術のものまで関係してくるということなんだと思うんですけれども、

もう非常に膨大な範囲になって、特に最近のＩＴ関連だとか、さらにソフトまで含めたらす

さまじい話になるので、一体こういうことは本当に規制するというのは可能なのかどうか、

どういうスタイルで規制されているのかというこの２点だけでございます。 

  ありがとうございます。 

（近藤部会長）ありがとうございました。 

  それでは、次に広瀬委員。 

（広瀬委員）簡単に一言だけお伺いしたいんですが、きょうのお話は主にやはり不拡散に関す

るものが多かったと思います。それに対して核軍縮についてというと、ここの核廃絶決議案

を出しているということ以外には余りなかったのではないでしょうか。核軍縮に関して日本

がどういう取り組みをしているかということをもう少しお伺いしたいのと、余りしていない

のであるならば、それを今後やはりする必要があるのではないかということだけです。 

（近藤部会長）ありがとうございました。 

  では、松田委員。 

（松田委員）最初の委員会なので、ポイントがずれているかもしれないんですが、私は国際標

準を考えるという考え方に対して非常に興味を持ちました。この国際標準を考えて、日本が

リーダーシップをとることを他国に対して示していくという考え方は、とてもいいと思いま

す。次に、政策大綱の評価と関連すると思うのですが、国の各省のホームページは国民にと

ってまだ使いにくいです。原子力大綱に基づく政策が各省でどのように分かりやすく伝えら

れているかも注目してきたいと思います。 

 

  以上です。 

（近藤部会長）ありがとうございました。 

  何でも、外務省のホームページが世界各国の外務省のホームページで一番すばらしいだと

か。ぜひ外務省をまねしましょう。(笑） 

  次、秋山さん。 

（秋山主任研究員）ありがとうございます。 

  細かい点ですが４点手短に。一つは言葉づかいなんですけれども、ナレッジマネジメント

を、知識の管理というふうに使われておりますけれども、ちょっとそうすると非常に知識を
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狭いところに閉じ込めるのかとか、あるいはどういうことなのか少しわかりにくいような印

象を受けました。 

  ２番目ですけれども、広瀬先生の点と関連しておりますけれども、そのＮＰＴというか軍

縮、ＮＰＴの中で軍縮というのが不拡散、あるいは原子力の平和利用を推進する上で非常に

重要な列記であるという認識のもとで、例えばインド、パキスタン、イスラエルという国に

対して、ＮＰＴに入れというふうに働きかける以外に、実質的に、軍縮を促進させられる不

拡散を担保させるような措置というような働きかけは、具体的にどのようなことをうたって

いるかというのが、重要なのではないかというふうに思います。 

  それから、経産省のところなんですけれども、エンドユーザー・ベリフィケーションです

ね。これが実はどの程度やることが可能なのかということでございます。特に北朝鮮に対す

る迂回輸出等々がありますけれども、実際には、迂回輸出されないでそこに本当にエンドユ

ーザーとして決定されるのかということ、これは輸出管理、最近話題になっていることは承

知しておりますけれども、その点でございます。 

  それから、最後、非常に全体的な話でございますけれども、プログラムしたいというもの

が存在しますというようなご議論があったと思うんですけれども、実際政策評価をする場合、

では、そのパフォーマンスはどうなのかというところだと思うんですが、実際そのプログラ

ムのパフォーマンスがどの程度できているのかということについて、どういうふうにこれか

らやっていかれるのかというところ、全体としては教えていただきたいと思います。 

（近藤部会長）ありがとうございました。 

  それでは、内藤委員。 

（内藤専務理事）非常に限られた時間の中で大変貴重なご説明があったかと思っております。

それで、私の方としては、ごくマイナーなコメント、あるいはリクエストになりますが、Ｊ

ＡＥＡの核不拡散科学技術センター、これは非常に大きな仕事をしようということでやって

おられると思いますが、その中で４ポツのところで、言葉でのご説明はなかったんですが、

４ページの国際機関等における重要ポスト、ＩＡＥＡの重要ポストの確保ということが書い

てありまして、確かに政策決定に関与するようなポストに日本からの人材が行くということ

は重要なことと思うんですが、なかなか言うは易く、実践することは難しいところがありま

して、その関係でいくと右の横の絵で、ＪＡＥＡからローテーション人事ということで、外

務省を入れてグルグル回っているわけですね。 

  ところが、ＩＡＥＡは行って帰ってきておしまいの絵となっていて、これはぜひグルグル
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回して頂きたいと思います。言いたいことは要するに私自身もそうだったんですが、Ｐ４レ

ベルで行きまして、いろいろな幅広い人脈をつくるといいますか、自分の存在をアピールで

きたわけです。２回目は、その２つ上のレベルの部長で行ったわけで、そういう意味では低

いレベルで１度行って、それから、またハイレベルで行くということが非常に重要だと思い

ますので、マイナーなコメントですが、それをねらっていただいた方がいいかと思います。 

  それから、同じＪＡＥＡの不拡散センターのところで、７ページでインターネットウェブ

ページの活用ということで情報発信、いろいろな政策研究、あるいは情勢分析の結果をホー

ムページに出されるということは、非常に重要なことだし、またこの分野に関している人た

ちがそれを利用でき、有益だと思うんですけれども、国問研も同様に最近の時事情報といい

ますか、核不拡散関連の報道情報の発信をメールで出されているんですが、残念ながらスナ

ップショットといいますか、特定の問題についてある時点でこういうことがありましたとい

うことであって、その問題を統括して、今はどうなっているかというそういう評価がなされ

ていないんですね。これは非難しているわけではないので、それはそれで大変重要だと思い

ますが、ぜひ、今、欠けている点を核不拡散センターでやっていただいて、ＪＡＥＡのホー

ムページを見ると、イラン問題の経緯と今どうなっているかというのがわかると、まとまっ

ているのがわかると、あるいは北朝鮮がどうなっているかということがわかるというような

資料をつくっていただいて、発信していただくと非常にありがたいなと思いました。 

  もう一つ、それは、ＧＮＥＰとの関連なんですが、さっき５ページで真ん中に我が国の核

燃料サイクル施設の保障措置概念の共同構築というのがございまして、これの関連で９ペー

ジですか、ＥＯＩというのがありまして、ＪＡＥＡと産業界の連名で東海とか六ヶ所の経験

をもとに技術発展をしたいということなんですが、ぜひ核物質管理センターもここにノウハ

ウを持っておりますので、ぜひ参加したいと思っておりますので、そういうチャネルをつく

っていただけたらと思っております。 

  それから、最後に先ほど秋山委員もおっしゃっていましたけれども、輸出管理につきまし

て、例の迂回輸出をチェックするために、例えばＮＳＧでは受領国が再移転をする際には同

様の保証を得なければいけないということがあるわけですけれども、日本からリスト管理、

あるいはキャッチオール管理の場合の受領者からさらにどこかに行くというときのチェック

というのは、何か仕組みとしてあるのでしょうか、お聞きしたいと思います。 

  以上でございます。 

（近藤部会長）それでは、お答えをいただく時間が少しあるかなと思いますが、その前に一つ
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だけ私から。これは前回も申し上げたのですが、核軍縮の問題ですね。きょうも核軍縮どう

するんだというお話がありましたけれども、これは原子力政策というより安全保障、セキュ

リティにかかわる政策課題という面が強いわけです。一昨年の原子力政策大綱の議論でも、

岡本行夫さんが、中国のミサイルが日本をターゲットに、照準を置いているではないか。そ

ういう状況で、我が国は米国の核の傘のもとにあって安全保障を実現していて、非核三原則

を国是としている、この現実を踏まえてもインドに対してＮＰＴに入れと言えるのかという

問題提起をされたのです。これにはコメントはなかったと記憶しています。で、私どもの整

理としては、国民の願望として核廃絶を目指すことについては志を同じくするものであるし、

原子力科学技術の知見や成果を通じてこの目標達成に貢献できることがあるでしょうから、

原子力政策の長期課題として掲げるのは適切と。ですけれども短期的な取組については、安

全保障政策の観点からお考えいただくことがきわめて大きいので、そこについて原子力政策

の一部だといって、原子力委員会が方針を決めたり、その取組を評価するのは、授権されて

いるところを超える。だから、ここではその実質的な取組については、情報共有はするもの

の、その評価はしないということでいいのではと思っていますが、いかがかということ。も

う一つ、皆さんがＮＰＴ体制というとき、これを核軍縮推進体制という意味で言っているの

か、核拡散防止体制、より端的には保障措置実施体制という意味でいっておられるのか、核

廃絶を究極の目標において、その手段を尽くすことの共同行動の表明がＮＰＴだといわれれ

ば、そのとおりなのですが、短期、中期、長期の取組を整理すると、短期的には保障措置推

進体制ではないかと考えるのですが、それはともかく、どこに力点をおいてこの表現をつか

っているのか、共通の認識を持ったらどうかなというふうに思うのですが、いかがでしょう

か。と、申し上げて、さて、残り１５分ですので、文部科学省、経産省、外務省からとりあ

えずいまお答えした方がいいとお考えのところを中心にで、結構ですから、お応えをいただ

けたらと思います。よろしくお願いします。 

（水間参事）まず、ＪＡＥＡでございますけれども、何点かいただきましたすべてについて今

全部お答えするわけにいかないと思うんですが、先ほど伊藤委員の方から、査察を具体的に

施設者側として負担が軽減になるような技術があるのかというようなことにつきましては、

整理をしてご説明を申し上げたいと思っております。 

  それから、田中委員の方からベストプラクティスは国によって事情が違うだろうというよ

うなこともご指摘いただきました。それについても十分踏まえてやっていきたいと思ってお

ります。 
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  それから、内藤委員の方から、あえてグルグル回るようにということの指摘がありました

けれども、実現できればいいなと思っておりますので、よろしくご支援をお願いしたいと思

います。 

  簡単でございますけれども、またまとめてご説明したいと思います。 

（近藤部会長）ありがとうございました。 

  次に、経済産業省からどうぞ。 

（長谷川課長）経済産業省関係でご質問、ご指摘５点いただきましたので、まとめてお話させ

ていただきたいと思います。 

  まず、浅田委員からのもっと知らせるようにというご指摘です。ごもっとも思いますし、

私どもも一生懸命やっているつもりなんですが、まだまだ不十分だと思っております。努力

したいと思います。 

  伊藤委員からの、貿易管理に関して引っかかる案件があるのかという点につきましては、

０．Ｘパーセントぐらいが年によって高低しますけれども、ひっかかって不許可になってい

るものがございます。また、そのほかになかなか微妙な案件ですと、不許可になる前に自発

的な取り下げというものもございます。量に関しましては、年によって違いがございます。 

  それから、田中委員からございましたキャッチオール規制について、相当範囲が膨大にな

るのではないか、規制するのは可能かというご指摘がございました。現実にキャッチオール

規制かなり省略してご紹介申し上げましたけれども、このキャッチオールというのは、すべ

て現実にひっかかってしまうということではございませんで、一定の範囲で懸念ある情報、

例えば何に使われるという情報なり、だれだれが使うというようなひっかかる情報があった

場合というのをトリガーにしております。したがいまして、これまでのところ、一応曲がり

なりにも無駄なくワークはしているのではないかというふうに考えております。 

  秋山委員からご指摘ございました、迂回されないようにどのようしているかということで

ございます。次の内藤委員との重複でもございますけれども、私どもが審査しておりますの

は、先ほど１万件というふうにお話し申し上げました。一言口が足りませんで失礼いたしま

したけれども、このうち原子力関係が２千数百件／年でございます。そのほかミサイル関係

とか、化学関係などもございますので２千数百というのを基礎としていただければと思いま

すが、そのうちほとんどは汎用品であります。半分以上に当たりますのが工作機械でありま

して、またそのほかに測定装置などがありますものですから、ずばり核燃料物質などという

のは本当に数えるくらいしかございません。その関係で受領国の再移転の保証が必要になる
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というものはごく一部になっておりまして、それ以外のものはご案内のとおり、実際の需要

者とされるものから取りつけるなどというような手段になってまいります。 

  私どもの側では、この核関係で転用され得る可能性のある貨物につきましては、需要者の

エンドユーザー誓約書を取りつけて、またその需要者の得体が何物であるか、事業の内容や

取引の実態などが、果たして適切なものであるかという角度から事前の審査をさせていただ

いております。 

  以上です。 

（近藤部会長）次に外務省。よろしくお願いします。 

（小溝室長）詳しくは、改めてきちんと具体的に示しますが、１点だけ鈴木委員の最初の質問

のところで、二国間協定について、若干言葉が足りなかったかもしれませんが、基本的には

日本も国際標準に従ってやるんですけれども、従来のこれは若干他の国のことなんですが、

従来の例を見ると、商売を優先して国際標準を割とおろそかにしていったという国もある。

そういうところから、産業界の中に余り厳しいことを言うと損をしますよということの言葉

も結構聞くもんですから、それに対する私どもの問題意識として、そうではなくて、日本が

国際社会の中で唯一の被爆国として、これだけのことを認められているのは日本の信用とい

うものがありますので、先ほど申しました守りと攻めの両方の観点から言うと、まさに日本

が国際標準をきちんと守ってやるということを実現して、その上での協力である必要がある

という趣旨です。 

  それから、今問題になっている機微技術の管理についても日本は、他国と協同しながら新

しい枠組をつくるために、きちんと汗をかくとそういう中で二国間協定もきちんとやってい

きたいと、そういう趣旨でございます。ご質問の内容についてはきちんとお答えしますが、

とりあえずこれだけはその場で言っておいた方が、誤解がないと思いますので。 

（近藤部会長）ありがとうございました。それでは、お約束の時間が相当過ぎましたので、本

件、ここで終わりたいと思います。 

  今日のやり取りを踏まえまして、次回までに事務局が報告のたたき台を用意いたします。

それからでも結構でございますが、できればその前に今日、言わなかったけれどもこういう

ことについてぜひ議題しておくべきと、あるいはこのことについてはこのように考えている

というところがありましたら、事務局に早めにご提示いただければありがたいというふうに

思います。 

  それでは、事務局から次回の予定等について。 
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（中島補佐）次回、第１２回の政策評価部会につきましては、２月中旬から３月上旬にかけて

開催したいと思っております。日程につきましては、追って調整させていただきますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 

（近藤部会長）ありがとうございます。 

  それでは、本日の会議はこれで終わらせていただきますが、よろしゅうございますか。 

  どうもありがとうございました。 

－了－ 

 


